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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期
連結累計期間

第54期
第２四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 18,735 18,943 42,579

経常利益 (百万円) 1,125 996 2,378

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
(百万円) 570 588 918

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 537 652 965

純資産額 (百万円) 14,534 14,194 13,789

総資産額 (百万円) 26,998 28,786 31,265

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 16.55 16.80 26.53

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
(円) 16.30 16.56 26.13

自己資本比率 (％) 47.6 48.5 43.4

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 118 200 1,758

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △509 △104 △1,830

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 284 △611 737

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
(百万円) 4,798 5,015 5,555

回次
第53期

第２四半期
連結会計期間

第54期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.82 11.52

（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 第１四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金

額を算定しております。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

なお、更なる経営の効率化を図ること等を目的として、平成28年４月に当社の完全子会社である株式会社日本空調三

重を吸収合併いたしました。また、タイ国内に進出している日系製造工場等に対する高品質サービスの提供を目的とし

て、平成28年６月にタイに合弁会社NACS TPS ENGINEERING CO., LTD.（持分法適用会社）を新規設立いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が

判断したものであります。

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、名目賃金の伸び悩みなどから、個人消費は横ばい圏での推移

が続いております。また、円高や新興国経済の減速による企業収益の悪化を受けて、設備投資の回復ペースが鈍化

しており、全体としては足踏み状態が続いております。ビルメンテナンス業界においては、引き続き施設の維持管

理コストの見直し意識が強いものの、省エネや省コストに関心が高い状況が続いております。

このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視

し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリューション提案、省エネや省コスト提案を通じてお客様の潜在的ニ

ーズの掘り起こしに努め、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は189億43百万円（前年同期比1.1％増）となりました。利益面に

つきましては、販売費及び一般管理費の増加などにより、営業利益は９億40百万円（前年同期比12.9％減）、経常

利益は９億96百万円（前年同期比11.5％減）となりましたが、国内連結子会社を完全子会社化したことにより、非

支配株主に帰属する四半期純利益が減少したため、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億88百万円（前年同期

比3.1％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを

一体化した事業活動を展開しており、当該事業以外の事業について重要性が乏しいことから、報告セグメントを１

つとしております。

（２）財政状態の分析

（資産）

総資産は、前連結会計年度末に比べて7.9％減少し、287億86百万円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べて13.3％減少し、161億57百万円となりました。これは主に、たな卸資産

が６億２百万円増加し、受取手形・完成工事未収入金等が25億98百万円減少したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.0％減少し、126億28百万円となりました。

（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べて16.5％減少し、145億91百万円となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて22.3％減少し、92億64百万円となりました。これは主に、支払手形・工

事未払金等が15億27百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて4.0％減少し、53億27百万円となりました。これは主に、退職給付に係

る負債が92百万円増加し、長期借入金が３億75百万円減少したことなどによります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて2.9％増加し、141億94百万円となりました。自己資本比率は前連結会計年

度末の43.4％から48.5％となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は50億15百万円となり、前連

結会計年度末より５億39百万円減少しました。

当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、２億円の資金の増加（前年同期は１

億18百万円の資金の増加）となりました。これは主に、仕入債務の増減額の減少18億87百万円、たな卸資産の増減

額の増加６億５百万円、その他の流動負債の増減額の減少５億47百万円、法人税等の支払額５億38百万円により資

金が減少した一方で、売上債権の増減額の減少25億84百万円、税金等調整前四半期純利益９億95百万円、減価償却

費１億96百万円により資金が増加したことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、１億４百万円の資金の減少（前年同

期は５億９百万円の資金の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出99百万円により資金

が減少したことなどによります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、６億11百万円の資金の減少（前年同

期は２億84百万円の資金の増加）となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出３億99百万円、配当金

の支払額２億62百万円により資金が減少したことなどによります。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に発生した問題はありません。

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は、６百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（６）従業員数

① 連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増減はありません。

② 提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、当社の従業員数に著しい増減はありません。

（７）生産、受注及び販売の実績

当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

（８）主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった日本空調サービス株式会社の新城市富岡地区太陽光発電所（１億73百

万円）につきましては、平成28年６月に完成いたしました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 35,784,000 35,784,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 35,784,000 35,784,000 - -

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成28年７月29日

新株予約権の数 248個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 99,200株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり １円

新株予約権の行使期間
自 平成28年８月17日

至 平成58年８月16日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 446円

資本組入額 223円

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 -

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

（注）１ 新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という）は400株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当

日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株

式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割または株式併合の比率
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調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはそ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株

式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを

適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知ま

たは公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、

以後速やかに通知または公告する。

２（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下、

「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下

の①または②に定める場合（ただし、②については、下記（注）３に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において

定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。

① 新株予約権者が平成57年８月16日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

平成57年８月17日から平成58年８月16日

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合

は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（３）上記（１）及び（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の

成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の

成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会

社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条

件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使

価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。
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（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

① 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

② 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③ 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④ 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤ 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について

当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２に準じて決定する。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年７月１日～

平成28年９月30日
- 35,784,000 - 1,139 - 362
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（６）【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

日本空調サービス従業員持株会 名古屋市名東区照が丘239番２ 3,114 8.70

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８-11 1,992 5.57

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,891 5.28

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,640 4.58

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 1,336 3.73

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 1,128 3.15

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 800 2.24

CBLDN KIA FUND 136

（常任代理人 シティバンク銀行

株式会社）

MINITRIES COMPLEX POBOX 64 SATAT

13001 KUWAIT

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

718 2.01

林 和子 名古屋市千種区 640 1.79

岡地 修 名古屋市北区 578 1.62

計 - 13,837 38.67

（注）１ 上記のほか、当社所有の自己株式756千株（2.12％）があります。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,992千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,891千株

３ 平成28年３月７日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

他２名の共同保有者が平成28年２月29日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されてい

るものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行以外の実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 820,000 4.58

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 951,800 5.32

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 92,100 0.51

計 - 1,863,900 10.42

（注） 当社は、平成28年４月１日付で１株を２株に株式分割しておりますが、上記株式数につい

ては、当該株式分割による調整を行っておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 756,900
- -

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,023,000 350,230 -

単元未満株式 普通株式 4,100 - 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 35,784,000 - -

総株主の議決権 - 350,230 -

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数40個）

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式64株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合
（％）

日本空調サービス株式会社
名古屋市名東区照が丘

239番２
756,900 - 756,900 2.12

計 - 756,900 - 756,900 2.12

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日から平

成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,058 5,475

受取手形・完成工事未収入金等 10,840 8,241

電子記録債権 235 232

たな卸資産 ※１526 ※１1,129

その他 973 1,078

貸倒引当金 △1 △0

流動資産合計 18,633 16,157

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,170 3,092

土地 4,056 4,036

建設仮勘定 175 1

その他（純額） 1,843 1,976

有形固定資産合計 9,245 9,107

無形固定資産

ソフトウエア 80 71

のれん 227 193

その他 59 58

無形固定資産合計 366 323

投資その他の資産

投資有価証券 2,483 2,679

その他 543 525

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 3,019 3,197

固定資産合計 12,631 12,628

資産合計 31,265 28,786
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,420 3,892

電子記録債務 2,182 1,817

短期借入金 63 116

1年内返済予定の長期借入金 798 770

未払金 202 121

未払費用 1,630 1,348

未払法人税等 576 412

役員賞与引当金 41 -

受注損失引当金 48 35

その他 962 751

流動負債合計 11,925 9,264

固定負債

長期借入金 2,850 2,475

役員退職慰労引当金 251 271

執行役員退職慰労引当金 10 13

退職給付に係る負債 2,330 2,422

資産除去債務 40 46

その他 66 97

固定負債合計 5,550 5,327

負債合計 17,475 14,591

純資産の部

株主資本

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,192 1,194

利益剰余金 10,619 10,943

自己株式 △99 △94

株主資本合計 12,851 13,182

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,078 1,204

為替換算調整勘定 38 △48

退職給付に係る調整累計額 △408 △385

その他の包括利益累計額合計 708 771

新株予約権 112 123

非支配株主持分 116 117

純資産合計 13,789 14,194

負債純資産合計 31,265 28,786
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

売上高 18,735 18,943

売上原価 15,277 15,402

売上総利益 3,458 3,540

販売費及び一般管理費 ※１2,378 ※１2,600

営業利益 1,080 940

営業外収益

受取利息 2 2

受取配当金 27 28

保険配当金 11 26

受取保険金 4 2

その他 8 13

営業外収益合計 54 74

営業外費用

支払利息 8 13

持分法による投資損失 - 2

その他 0 3

営業外費用合計 9 19

経常利益 1,125 996

特別利益

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 7 -

退職給付引当金戻入額 ※２40 -

特別利益合計 48 1

特別損失

固定資産売却損 0 1

固定資産除却損 0 0

その他 0 -

特別損失合計 0 1

税金等調整前四半期純利益 1,173 995

法人税等 460 390

四半期純利益 713 605

非支配株主に帰属する四半期純利益 142 16

親会社株主に帰属する四半期純利益 570 588
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

四半期純利益 713 605

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △204 126

為替換算調整勘定 8 △102

退職給付に係る調整額 19 22

その他の包括利益合計 △175 46

四半期包括利益 537 652

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 395 650

非支配株主に係る四半期包括利益 141 1
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,173 995

減価償却費 156 196

のれん償却額 - 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △37 △41

受注損失引当金の増減額（△は減少） 15 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △40 23

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 24 124

受取利息及び受取配当金 △29 △30

支払利息 8 13

持分法による投資損益（△は益） - 2

売上債権の増減額（△は増加） 2,628 2,584

たな卸資産の増減額（△は増加） △753 △605

仕入債務の増減額（△は減少） △1,972 △1,887

その他の流動資産の増減額（△は増加） △113 △101

その他の流動負債の増減額（△は減少） △507 △547

その他 △31 4

小計 516 726

利息及び配当金の受取額 25 26

利息の支払額 △8 △13

法人税等の支払額 △414 △538

営業活動によるキャッシュ・フロー 118 200

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △409 △99

有形固定資産の売却による収入 2 25

投資有価証券の取得による支出 △19 △13

投資有価証券の売却による収入 19 -

関係会社出資金の払込による支出 △17 △14

貸付けによる支出 △4 △1

貸付金の回収による収入 5 2

その他の支出 △129 △78

その他の収入 43 76

投資活動によるキャッシュ・フロー △509 △104

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 623 53

長期借入れによる収入 180 -

長期借入金の返済による支出 △215 △399

配当金の支払額 △258 △262

非支配株主への配当金の支払額 △43 -

その他 △0 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 284 △611

現金及び現金同等物に係る換算差額 4 △25

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △101 △539

現金及び現金同等物の期首残高 4,900 5,555

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１4,798 ※１5,015
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、当社の完全子会社であった株式会社日本空調三重は、当社を存続会社とする吸収

合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、合弁会社NACS TPS ENGINEERING CO., LTD.を新たに設立したため、持分法適用の

範囲に含めております。

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

未成工事支出金 496百万円 1,100百万円

原材料及び貯蔵品 30百万円 28百万円

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

役員報酬 203百万円 215百万円

給料手当及び賞与 1,326百万円 1,414百万円

退職給付費用 56百万円 44百万円

役員退職慰労引当金繰入額 21百万円 20百万円

※２ 退職給付引当金戻入額の内容

一部連結子会社が加入していた総合設立型厚生年金基金の解散に伴い、これに係る将来の追加拠出がなくなる見込

みとなったため、引当金を取り崩し、特別利益に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 5,280百万円 5,475百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △481百万円 △460百万円

現金及び現金同等物 4,798百万円 5,015百万円

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 258 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日

取締役会
普通株式 258 15.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日 利益剰余金

３ 株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 262 15.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

（注） 当社は、平成28年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の

株式分割を行っております。当該株式分割は平成28年４月１日を効力発生日としておりますので、平成28年

３月31日を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準に実施しております。

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 350 10.00 平成28年９月30日 平成28年12月１日 利益剰余金

３ 株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、国内各拠点及び海外において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備診断・環境診断、ソリュ

ーション提案を行うメンテナンスサービスとそれらサービスを提供する現場から派生するリニューアル工事を手がけ、

建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事業活動を展開して

おります。また、太陽光発電による売電事業を展開しております。

なお、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグ

メントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合が、いずれも90％を超えている

ため、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一体化した事業以外の事業について重要性が乏しいことから、セ

グメント情報の記載を省略しております。

（金融商品関係）

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（有価証券関係）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 16円55銭 16円80銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
570 588

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
570 588

普通株式の期中平均株式数（株） 34,491,887 35,019,379

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円30銭 16円56銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
- -

普通株式増加数（株） 529,298 515,297

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

- -

（注） 当社は、平成28年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額を算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

第54期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額 350百万円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年11月10日

日本空調サービス株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鈴木 賢次 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新家 德子 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本空調サービ

ス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年７月１日

から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本空調サービス株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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